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2011年3月期第1四半期 決算説明会

2010年8月3日（火）

船井電機株式会社

証券コード ６８３９
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Ⅰ．決算概要（連結）

1. 第1四半期（10年4～6月） 決算概要
2. 機器別売上高
3. 映像機器の売上高
4. ＤＶＤ関連機器の売上高
5. テレビ関連機器の売上高
6. 情報機器の売上高
7. 仕向地別売上高
8. 営業利益増減要因
9. 財務の状況
10.  棚卸資産
11. 設備投資額・減価償却費・研究開発費
12.  当期（2011年3月期）の計画



2

１．第1四半期（１０年４～６月）決算概要

(0.6%)(4.1%)（四半期利益率）

△27431四半期純利益

(1.7%)(5.3%)（経常利益率）

△281240経 常 利 益

(3.4%)(4.8%)（営業利益率）

△122537営 業 利 益

△27
(△3.5%)749776売 上 高

前年同期比増減
（ ）は増減率

当当第第11四半期四半期前第前第11四半期四半期

91.28円96.75円期中平均レート（対米国ドル）

（単位：億円）

△13 (※1)

△8(※2)

88.48円93.04円96.01円98.23円

10年6月10年3月09年6月09年3月月末レート
（対米国ドル）

△16 (※3)

＋1(※4)

（※3） 受取利息減△2、為替差損益△14

（※4） 特別損失増△1、 法人税等他減+2

（※1） 為替差損△13

（※2） 特別損失△1、 法人税等他△7
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２．機器別売上高

映像機器

情報機器

その他

映像機器

情報機器

その他

： △103億円 （△17.3％）

： ＋ 62億円 （＋56.0％）

： ＋ 14億円 （＋19.4％）

合計 ： △ 27億円 （△ 3.5％）

前年同期比

72

109

595

86

171

492

776億円 749億円

前期1Q 当期1Q

※北米向けアンテナは、前期まで「映像機器のテレビ
関連機器」に含めて表示していたが、当期より「その他」
に含めて表示。
比較上、前期も「その他」に含めて表示。
（以下同様）

なお、前年同期の北米向けアンテナの売上高は11億円。
※
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３．映像機器の売上高

ＤＶＤ関連機器

テレビ関連機器

DVD関連機器

テレビ関連機器

：△119億円 （△47.8％）

：＋ 16億円 （＋ 4.6％）

合計 ：△103億円 （△17.3％）
346

249

362

130

492億円

595億円

前期1Q 当期1Q

前年同期比
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４．ＤＶＤ関連機器の売上高

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

：△ 6億円 （△14.3％）

：△ 46億円 （△57.5％）

合計 ：△119億円 （△47.8％）

デジタルSTB他 ：△ 80億円 （△89.9％）

：＋ 13億円 （＋34.2％）ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

89

38

42

80

9

51

36

34

130億円

249億円

前期1Q 当期1Q

前年同期比

ＤＶＤﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連 ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ

デジタルSTB他

・市場縮小に伴いプレーヤ、レコーダ共に減少

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

・新しく市場投入したレコーダ

の売上が寄与

デジタルSTB他 ・09年6月にデジタルＳＴＢの

生産終了

ﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸ
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５．テレビ関連機器の売上高

・北米は大型の売上不振により減少したが、

日本と欧州の寄与により全体では増加

液晶テレビ

343

3

362

362億円
346億円

前期1Q 当期1Q

ブラウン管テレビ

液晶テレビ

： △ 3億円 （ － ）

： ＋ 19億円 （＋5.5％）

合計 ： ＋ 16億円 （＋4.6％）

液晶テレビ

ﾌﾞﾗｳﾝ管ﾃﾚﾋﾞ

前年同期比

7

６．情報機器の売上高

：＋ 62億円 （＋56.0％）情報機器

・プリンター市場の回復により、インクジェット

プリンターの受注が増加

情報機器

109

171

171億円

109億円

前期1Q 当期1Q

前年同期比
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７．仕向地別売上高

アジア他

日 本

欧 州

北 米 ：△178億円 （△ 30.3％）

：＋ 11億円 （＋ 18.3％）

：＋ 36億円 （＋116.1％）

：＋104億円 （＋109.2％）

合計 ： △ 27億円 （△ 3.5％）

北 米 ・デジタルSTBの生産終了（09年6月）に
加え、ＤＶＤ関連製品、液晶テレビも減少

・液晶テレビが伸長するも想定以下欧 州

96
31
61

588

200

67

72

410

776億円 749億円

前期1Q 当期1Q

前年同期比

日 本 ・液晶テレビの増加と、新しく市場投入
したﾌﾞﾙｰﾚｲﾃﾞｨｽｸﾚｺｰﾀﾞの寄与により
伸長
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８．営業利益増減要因

前期1Q 当期1Q

《前年同期比》

37

△3

△9

25

売上減少による減益

付加価値率低下

営業利益

営業利益

＊付加価値＝売上－（売上原価＋販売費）



10

９．財務の状況

資
産
の
状
況

資
産
の
状
況

負
債
・純
資
産
の
状
況

負
債
・純
資
産
の
状
況

現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

仕入債務

未払金他

純資産

（単位：億円）
前年同期比

445 455

363 384 547
389 351

423

860
750

440

908

2,175
2,040

413 519

325 287

1,362 1,427
1,369

313

300

2,040
2,1752,100

2,100

2010/6
（当期1Q）

2010/3
（前期末）

2009/6
（前期1Q）

負債の状況負債の状況

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

△ 158億円

＋ 34億円

＋ 184億円

＋ 15億円

資産の状況資産の状況

純資産の状況純資産の状況

・仕入債務

・未払金他

＋ 106億円

△ 38億円

（自己資本比率 62.5％）

＋ 68億円

＋ 7億円

＋ 75億円
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10．棚卸資産

〈在庫回転月数〉

122

241

176

208

259

288

547億円

2.2ヶ月

2010/6
（当期1Q）

部品仕掛品等

製 品

前年同期比

＋ 47億円

＋ 137億円

製品

部品仕掛品等

1.4ヶ月

2009/6
（前期1Q）

363億円

1.7ヶ月

2010/3
（前期末）

384億円



12

11．設備投資額・減価償却費・研究開発費

12
30

10 10
31 31

0

20

40

60

80

100

120

140

160

前1Q 当1Q

設備投資額

前年同期間比

＋18億円
前年同期間比

－

減価償却費

第1四半期

前年同期間比

－

研究開発費

43
76

43
54

134

161

0

20

40

60

80

100

120

140

160

（億円）

前期 当期
(計画）

設備投資額 減価償却費

通 期

研究開発費

前期 当期
（計画）

前期 当期
（計画）

前1Q 当1Q 前1Q 当1Q

13

（単位：億円）

12．当期（2011年3月期）の計画

通期計画上期計画

100
(2.9%)

56
(3.3%)

当 期 純 利 益
（当期純利益率）

129
(3.7%)

70
(4.1%)

経 常 利 益
（経常利益率）

130
(3.7%)

72
(4.2%)

営 業 利 益
（営業利益率）

3,5001,700売 上 高

想定レート（対米国ドル） 90.00 円
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Ⅱ．補足資料

1. 四半期別決算概要

2. 機器別売上高の推移（四半期）

15

１．四半期別決算概要

（単位：億円）

(0.6％)

4

(1.7％)

12

(3.4％)

25

749

1Q1Q

5959期期

(1.8%)(2.3%)(4.6%)(4.1%)四 半 期 純 利 益 率

11184131四 半 期 純 利 益

(△ 0.5%)(3.0%)(6.2%)(5.3%)経 常 利 益 率

△ 3245540経 常 利 益

(△0.6%)(1.8%)(7.1%)(4.8%)営 業 利 益 率

△ 3146337営 業 利 益

669810894776売 上 高

44QQ3Q3Q2Q2Q1Q1Q

5858期期
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２．機器別売上高の推移（四半期）

72

109

346

249

75

156

450

213

70

159

456

125

87

122

348

112

86

171

362

130

0

200

400

600

800

1,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q

（億円）

テレビ関連機器 情報機器 その他DVD関連機器

776

(10/6)

749

(09/6) (09/9)

894

(09/12)

810

(10/3)

669
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注意事項

本資料は、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及
び見通しについての記載が含まれています。これらの記載は、
映像機器及び情報機器をはじめとする当社及び当社グループ
会社の事業に関連する業界動向、国内外の経済状況並びに為
替レートの変動その他の業績に影響を与える可能性のある要
因について、現時点で把握可能な情報をもとにした仮定及び見
通しを前提としています。したがって、実際の業績は、エレクトロ
ニクス業界における競争状況、市場動向、為替動向、新製品の
導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な状況を含
む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見通し
とは大きく異なる場合がありますのでご承知おきください｡




